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令和５年９月26日（火曜日）

午前９時58分開会

会議に付託された議案等

○概要説明

総合政策部、環境森林部、農政水産部、県土

整備部

１．中山間地域振興計画について

２．中山間地域振興に向けた施策について

○協議事項

１．県外調査について

２．次回委員会について

３．その他

出 席 委 員（11人）

委 員 長 川 添 博

副 委 員 長 本 田 利 弘

委 員 坂 口 博 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 日 髙 陽 一

委 員 福 田 新 一

委 員 今 村 光 雄

委 員 山 内 佳菜子

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 黒 岩 保 雄

委 員 下 沖 篤 史

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総合政策部

総 合 政 策 部 長 重黒木 清

県参事兼総合政策部次長
児 玉 浩 明

（政策推進担当）

総合政策部次長
坂 本 修 一

（県民生活・サミット担当）

部参事兼総合政策課長 中 尾 慶一郎

統 計 調 査 課 長 伊 福 隆 徳

総 合 交 通 課 長 佐 野 晃 浩

中山間・地域政策課長 湯 地 正 仁

環境森林部

森 林 経 営 課 長 松 永 雅 春

森林管理推進室長 永 田 誠 朗

山村･木材振興課長 二 見 茂

みやざきスギ活用
笹 山 寿 樹

推 進 室 長

農政水産部

中山間農業振興室長 梶 原 正太郎

担い手農地対策課長 馬 場 勝

水 産 政 策 課 長 大 村 英 二

県土整備部

建 築 住 宅 課 長 松 田 真 二

事務局職員出席者

政策調査課主査 飛 田 真志野

政策調査課主幹 松 本 英 治

○川添委員長 ただいまから、人口減少・地域

活性化対策特別委員会を開会いたします。

はじめに、本日の委員会の日程についてであ

ります。お手元に配付の日程案を御覧ください。

本日は、調査事項２の中山間地域の維持・活

性化、調査事項３の空き家対策、移住・定住促

進に関して、総合政策部等から中山間地域振興

に向けた施策について説明いただきます。

その後、委員会の県外調査等について御協議

いただきたいと思いますが、このように取り進

めてよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
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○川添委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午前10時０分休憩

午前10時１分再開

○川添委員長 委員会を再開いたします。本日

の委員会に２名の傍聴の申出がありましたので、

これを認めることといたしました。

傍聴をされる方にお願いいたします。傍聴人

は、受付の際にお渡しした、傍聴人の守るべき

事項にありますとおり、声を出したり拍手をし

たりすることはできません。

当委員会の審査を円滑に進めるため、静かに

傍聴してください。

また、傍聴に関する指示には速やかに従って

いただくようお願いいたします。

本日は、総合政策部、環境森林部、農政水産

部、県土整備部においでいただきました。執行

部の皆さんの紹介につきましては、お手元に配

付の出席者配席表に代えさせていただきます。

それでは、執行部から概要説明をお願いいた

します。

○重黒木総合政策部長 総合政策部長の重黒木

でございます。本日はどうぞよろしくお願いい

たします。

それでは、本日御報告させていただく項目に

ついて、簡単に御説明いたします。

資料２ページの目次を御覧ください。

本日は、中山間振興計画及び中山間地域振興

に向けた施策につきまして、担当課長から説明

をさせていただきます。

○湯地中山間・地域政策課長 中山間地域政策

課です。委員会資料の３ページを御覧ください。

まず、中山間地域振興計画についてです。

１、計画の概要についてです。この計画は、

平成23年に議員発議で制定された宮崎県中山間

地域振興条例に基づき策定しており、先の６月

定例会で４期目となる令和５年度から８年度ま

での計画を議決いただいたところです。

計画の基本となる目指す将来像を、人口減少

下においても将来にわたって安心して住み続け

られるよう、地域が一体となって創意工夫によ

り「ひと」、「生活」、「しごと」の維持確保に取

り組みながら、長年にわたって築いてきた暮ら

しの豊かさや固有の文化・歴史を引き継いでい

ける中山間地域としております。

重点施策を「ひと」、「生活」、「しごと」の３

つを柱として施策の方向性を定め、各種施策に

取り組むこととしております。

また、継続的に取り組んでいる農林水産業や

道路、河川、港湾等の産業基盤の整備等につい

て、継続して行う基盤づくりとして位置づけて

おります。

資料の４ページから６ページに、中山間地域

の現状と課題、中山間地域を取り巻く環境の変

化について記載しており、特徴的な部分のみ御

説明させていただきます。

まず、４ページの、２の中山間地域の現状と

課題の上の表、中山間地域の集落の状況につい

てであります。

これは昨年度、市町村に対して当課が行った

アンケート調査の結果となります。

表の欄外を見ていただきますと、中山間地域

にある1,861集落のうち、１割を超える234集落

が、いずれ消滅する、または10年以内に消滅す

ると見込まれ、４年前の調査の62集落からかな

り増えております。

また、その下の表の、買い物、交通手段、病

院に関して日常生活における問題が生じている
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集落数も増えており、人口減少が急速に進む中

で、集落の維持が難しくなっていることが伺え

ます。

資料の５ページを御覧ください。

高齢化率50％以上の集落や市町村内総生産の

推移を記載しておりますが、こちらは説明を省

略させていただきます。

資料の６ページを御覧ください。

３の、中山間地域を取り巻く環境の変化につ

いてであります。県外からの移住世帯数の表の

とおり、田園回帰やテレワーク、田舎暮らしな

ど新しい価値観の広がりに伴い、中山間地域を

含め、県外からの移住世帯数が増加するなど、

新たな人の流れや、デジタル化の進展、ＳＤＧ

ｓなど持続可能な社会に対する関心の高まりと

いった動きが出てきており、この流れをうまく

取り込んでいきたいと考えております。

資料の７ページを御覧ください。

４の施策の展開についてです。中山間地域の

厳しい部分と明るい兆しを考慮した上で、「ひ

と」、「生活」、「しごと」の３つの柱ごとに、施

策について御説明いたします。

まず、（１）の「ひと」の施策の方向性と重点

施策についてです。急速な人口減少や少子高齢

化の影響を少しでも低減するため、地方での子

育てを希望する若い世帯を含めた戦略的な移住

・定住の促進や、地域を担う次世代の育成、さ

らには、地域おこし協力隊等の外部人材の活力

の取り込み、さらなる関係人口の創出・拡大に

取り組むこととしております。

資料の９ページを御覧ください。

（２）の「生活」につきましては、日常生活

に必要なサービスや機能を維持・確保していく

ため、市町村と連携して引き続き「宮崎ひなた

生活圏づくり」を進めるとともに、住民や自治

会、ＮＰＯなど多様な主体が連携・協働して、

持続的に地域課題の解決に取り組む、地域運営

組織の形成促進などに取り組むこととしており

ます。

また、10ページの中段にありますとおり、Ⅱ

のくらしの豊かさの継承として、中山間地域の

持つ多面的機能の維持・保全や、中山間地域の

魅力の発信にも取り組むこととしております。

資料の11ページを御覧ください。

次に、（３）の「しごと」につきましては、農

林水産業をはじめとする中山間地域の産業を支

える担い手の確保育成や、中山間地域の特性に

合った産業の振興、さらには12ページに記載し

ております地域資源を生かした稼ぐ力の向上な

どに取り組むこととしております。

なお、これらの施策に関する目標指標につい

て、資料13ページにそれぞれ記載をしておりま

すが、説明は省略をさせていただきます。

続きまして、資料の14ページを御覧ください。

中山間地域振興に向けた施策について、「ひ

と」、「生活」、「しごと」の３つの柱に沿って御

説明いたします。

私から、「ひと」と「生活」に関する施策につ

いて説明をした後、「しごと」に関する施策につ

いて、農政水産部及び環境森林部の担当課が御

説明いたします。

まず、施策の「ひと」について、移住定住に

関する施策について御説明いたします。

１の移住実績の推移及び移住世帯目標を御覧

ください。

県外からの移住は増加傾向であり、令和４年

度の実績は過去最高の994世帯、1,806人となっ

ております。

また、令和元年度から４年度までの移住世帯

目標の2,700世帯に対して、実績は3,191世帯と
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なっております。これは、地方回帰の流れや新

型コロナウイルス感染症の影響によるテレワー

クなど多様な働き方や、生活の質にこだわるラ

イフスタイルが定着してきていること、また、

ＵＩＪターンセンター等による相談対応や移住

相談会、移住支援金などの施策がうまく連動し

ていることによるものと考えております。

資料の15ページを御覧ください。

令和４年度移住実績の市町村別内訳でありま

す。増減が分かるように３か年度分を並べて記

載しております。年度で多少のばらつきはある

ものの、多くの市町村が増加傾向にあり、令和

４年度で最も多いのが宮崎市で368世帯、次いで

都城市の232世帯となっております。

水色で塗られているのが、全域が中山間地域

に該当する市町村で、中山間地域全体の移住世

帯数は255世帯となっております。

次に、資料の16ページを御覧ください。

移住・定住に関する施策体系を示しておりま

す。県外の方から移住先として選ばれるために

は、本県の魅力や暮らしを知っていただき、関

係人口にまで引き上げていく必要があると考え

ており、首都圏におけるトークイベントや短期

滞在体験、ワーケーションマッチングなどを行っ

ております。その上で、移住を実際に検討して

いる層には、ＵＩＪターンセンターでの相談対

応等を行うとともに、市町村と連携・協力して、

移住支援金の支給や移住サポーターの設置など

を実施しており、定住・定着も含めて、それぞ

れのターゲット層に向けた支援を行っていると

ころです。

資料の17ページを御覧ください。

４、移住者の定住・定着推進、移住者向けの

空き家対策の取組についてであります。

県外からの移住に際しては、特に中山間地域

では住居の確保が何よりも大切なことから、空

き家の利活用を進めており、取組として（１）

から（４）まで記載しております。

まず、（１）の空き家等利活用促進事業につい

てであります。この事業では、市町村が実施す

る移住者向けの空き家対策を支援しており、空

き家所有者と利用希望者をマッチングする空き

家バンクの運営や、個人の空き家改修等に対し

て補助を行っております。

なお、令和４年度の個人の空き家改修等に関

する補助実績は、12市町村で32戸と記載してお

りますが、32戸のうちに実際に改修したのは24

戸で、残りの８戸はソフト事業で、改修する空

き家の清掃や家財道具の運び出しに対する補助

となっております。

次に（２）の移住者向けのホームページにお

ける空き家情報の掲載についてであります。

県の移住情報サイトである「あったか宮崎ひ

なた暮らし」に、市町村の空き家情報を掲載し、

ＬＤＫなど間取り図等の検索機能や、希望者へ

物件情報を届けるマッチングサービスを提供し

ております。

次に（３）の空き家利活用の啓発についてで

あります。

空き家所有者と移住者の２つの視点から、空

き家の利活用を啓発するハンドブックを２種類

作成し、活用事例や相談窓口を紹介し、啓発に

努めております。「空き家利活用のススメ」は所

有者向け、「てげいっちゃがライフを宮崎で」は

実際に移住した方向けのハンドブックとなって

おります。

最後に（４）の空き家利活用に係る補助事業

の情報提供についてであります。

県土整備部において、国の補助事業内容や空

き家を利活用した取組事例を市町村へ情報提供
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するとともに、市町村で実施する移住等を含め

た住宅関連の補助事業の一覧表を作成し、県の

ホームページに掲載しております。

次に、資料の18ページを御覧ください。

５、本県への移住の促進、移住支援金の支給

についてであります。

県では、令和元年度から国の制度も活用し、

移住の促進及び地域産業人材の確保を図るため、

県内企業への就職など一定の要件を満たす移住

者に対して、市町村を通じて支援金を支給して

おります。

令和５年度の支援金は、国制度では、東京圏

―主に東京23区からの移住者に対して、世帯

で100万円、単身で60万円を支給しています。本

県独自制度では、国の制度の対象とならない東

京圏、名古屋圏、大阪圏並びに福岡圏からの移

住者に対して世帯で100万円、単身で30万円を支

給するものであります。

また、両方の制度で18歳未満の世帯一人当た

り、最大100万円の加算枠を設けております。

なお、支給額は県が設定した限度額でありま

すので、市町村によっては支給額の増減や制度

自体を活用しないケースもございます。

令和４年度の支給実績は、両方の制度で合

計269件となっております。

次に、資料の19ページを御覧ください。

６の地域おこし協力隊の現状等についてであ

ります。

（１）の市町村ごとの定着状況についてです。

平成22年度から令和３年度までの間に任期が終

了した隊員が活動地と同一市町村、または近隣

市町村に定住する割合については、表のとおり

であります。

都農町の定住率が26.6％と低くなっておりま

すが、これは、プロサッカーチームのスタッフ

や選手が多く含まれており、移籍等による移動

があることが要因であると考えられます。

次に、資料の20ページを御覧ください。

（２）の九州各県の定着状況についてであり

ます。本県は64.0％となっており、九州では４

番目、全国平均と同程度の定住率となっており

ます。

次に、資料の21ページを御覧ください。

（３）の地域おこし協力隊の定着に向けた取

組についてであります。

県では、地域おこし協力隊定着促進事業を実

施しており、アの研修会では現役隊員を対象と

して市町村を超えた横のつながりを構築したり、

地域の課題解決を図るための研修―例えば飲

食店のない地域で自らその飲食店を起業すると

いうケースがあります。現役隊員の研修を行う

とともに、市町村担当者を対象に隊員サポート

のための研修を行っております。

イの情報発信・相談対応では、協力隊情報サ

イト―これは会員制になりますが、隊員の活

動情報や任期終了後の企業ノウハウを発信する

とともに、隊員ＯＢ、ＯＧが現役隊員からの相

談に対応しております。

この事業の委託先である一般社団法人宮崎地

域おこし協力隊ネットワークは、隊員のＯＢ、

ＯＧによる組織であり、現役隊員が各地域での

定住をイメージできるよう、きめ細かに対応し

ているところであります。

次に、資料の22ページを御覧ください。

施策の「生活」について、本日は、１の生活

を守る・支える「宮崎ひなた生活圏づくり」に

ついて御説明をいたします。

（１）のイメージ図を御覧ください。

人口減少等の進行により、特に中山間地域で

は交通、買物、医療、福祉、集落活動といった
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日常生活に必要なサービス、機能の維持確保が

徐々に困難となっております。将来にわたり住

み慣れた地域に住み続けるためには、様々な機

能が集まる基幹的集落を中心として、周辺集落

や小規模集落との間をコミュニティバスやデマ

ンド型交通、互助輸送などの交通や、貨客混載、

移動スーパーなどの物流のネットワークでつな

ぐことにより、複数の集落が相互に連携して保

管し合うことが必要であり、このような仕組み

づくりを宮崎ひなた生活圏づくりとして推進し

ているところであります。

資料の23ページを御覧ください。

日常生活に必要なサービスや機能の維持・確

保につきましては、県市町村が連携して地域を

支援しているところですが、当課で進めており

ます地域運営組織の形成促進について御説明い

たします。

まず（２）地域運営組織とは、地域の生活を

守るため地域の人々が中心となって形成し、地

域内の様々な関係主体―例えば自治会、ＰＴ

Ａ、婦人会、社会福祉協議会、ＮＰＯ等が参加

し、地域課題の解決に向けた取組を持続的に行っ

ていく組織であります。地域課題の解決方法と

しては、例えば互助輸送や移動スーパー、見回

り活動などがあります。

なぜ地域運営組織が必要なのかということで

すが、人口減少等で生活支援サービスの需要は

拡大していく一方で、それを提供する行政や事

業者、地域コミュニティはそれぞれ機能が低下、

縮小しております。そうなると、右側の隙間の

イメージ図のとおり、需要と供給のギャップが

広がり、その隙間が地域課題として顕在化する

ことから、それを埋めるために地域で生活支援

サービスを提供する組織が必要となります。

地域住民が主体となり、生活に直結するサー

ビスを担う組織の形成は、「宮崎ひなた生活圏づ

くり」を進める上でも重要で、我々としても組

織づくりを継続的に支援していきたいと考えて

おります。

次に、資料の24ページを御覧ください。

（３）地域運営組織の形成イメージについて

は、自治会などの地域の組織が担い手不足、キ

ーマンへの役割の集中などで地域課題への対応

が困難となる中で、地域の力を結集する形で協

議会などの集合体を作り、課題解決に継続的に

取り組んでいくということであります。

資料の25ページを御覧ください。

（４）県内の地域運営組織の状況についてで

すが、上の総務省の調査では、令和４年度で県

内に地域運営組織は122組織あるとされています

が、多くは自治会やまちづくり協議会であり、

地域行事とかイベントの活動を中心とする組織

となっております。今後は、課題解決型の取組

が実施できる組織への転換が必要になってくる

と考えております。

その下に、地域運営組織の機能・役割を掲載

しておりますが、理想型としては青、ピンク、

緑で示した３つの自立性、継続性、課題解決、

多機能性という機能の活動を全てできるのがベ

ストだと思っております。人、物、財政など地

域によって規模やリソースの状況が異なります

ので、実情に合わせて－例えば地域のサーク

ル活動の延長で見守り活動から始めて、軌道に

乗ったら組織化や次の事業を検討するといった

ことでもよいと考えております。

機能・役割ごとに区分した県内の事例を記載

しております。既に先行して取り組んでいる事

例も多く、例えば日南市酒谷地区では、道の駅

の運営などを自主財源として、弁当の宅配サー

ビスや棚田の保存活動などに取り組んでおりま
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す。

次に資料の26ページを御覧ください。

（５）地域の取組事例として都城市、庄内地

区、五ヶ瀬町鞍岡地区の例を記載しております

が、詳細は後ほど御覧ください。

最後に（６）地域運営組織形成促進の取組に

ついてですが、地域運営組織形成促進事業を立

ち上げ、モデル地域での形成支援や組織の中核

となるような人材の育成などに取り組むことと

しております。

○梶原中山間農業振興室長 中山間農業振興室

でございます。私から施策の一つである「しご

と」における農水産業、農山漁村を支える担い

手の確保育成について御説明をいたします。

資料の27ページを御覧ください。

まず、中山間地域における現状と課題につい

てです。

県内の基幹的農業従事者数は、平和２年度時

点で平成27年から約１万人減少しており、特に

中山間地域での減少が著しい状況です。

また、同様に漁業就業者数も平成30年時点で

平成25年に比べて約500人減少しており、特に中

山間地域での減少率が大きい状況です。

さらに、県内の荒廃農地のうち再生利用が困

難な農地は増加傾向にあり、中でも中山間地域

では平成27年から平和２年までの間に312ヘクタ

ール、51.4％増加している状況です。

このような状況を踏まえると、中山間地域で

生産活動を維持して農用地を保全していくため

には、担い手確保に取り組むとともに農家・非

農家が一体となり、地域コミュニティを強化し

ていく必要があると考えているところです。

資料の28ページを御覧ください。

ページの左側、農業分野の担い手確保・育成

体制についてでございます。

アの新規就農・雇用確保に対する支援としま

して、就農トレーニング施設での研修や就農に

向けた資金等の支援を行うとともに、農業法人

でのお試し就農や農福連携など多様な人材の活

用を推進しております。

また、イの県立農業大学校での人材育成とし

て、スマート農業など時代に即した教育カリキュ

ラムの強化を図るとともに、農薬散布用ドロー

ン操縦資格などの就農に有利な資格の習得を促

進しているところでございます。

続いて水産業分野についてでございます。

まず、アの相談から就業までのワンストップ

窓口の設置についてでは、大手就職サイトを活

用した情報発信等を実施しており、就業希望者

と受入れ経営体とのマッチングに取り組んでお

ります。

また、イの県立高等水産研究所での人材育成

では、漁船の運航等に必要となる資格取得の促

進などに取り組んでおります。

続いて、資料の29ページを御覧ください。

ここからは、中山間地域に特化した取組を御

紹介いたします。

県では、多様な担い手の育成に向けた支援を

行っており、③のアのとおり、地域の農作業を

担う受託組織の機械導入等を支援しているとこ

ろであります。

また、イの農外所得も含めた複合的経営の確

保・育成では、今年度から農業とほかの仕事を

組み合わせた複合的経営に取り組む移住者等を

対象にした研修や施設等の整備の支援、専門サ

ポーターによるきめ細やかな伴走支援を開始し

ており、中山間地域の実情に即した農業の振興

を図っているところです。

また、④の中山間地域の強みを生かした特徴

的な取組として、高千穂郷・椎葉山地域におけ
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る取組を御紹介しております。

この地域は平成27年に世界農業遺産に認定さ

れ、それ以来、地元の協議会が中心となって地

域活性化に資する様々な取組を行っているとこ

ろです。

現在の取組として、④のアのとおり、外部人

材を活用した農泊や地域商品の収益力向上を

図っている地域活性化組織、一般社団法人ツー

リズム高千穂郷の支援を行っているところです。

また、地域の未来を次世代に引き継ぎ、国内

外に発信していくために、子供たちへの教育プ

ログラムや県内の農業遺産地域と連携したイベ

ントの開催を通じて、地域の未来を支える人づ

くりや地域の応援団となる関係人口の創出拡大

の支援を行っているところです。

資料の30ページをお開きください。

中山間地域におきましては、人口減少が加速

する中で農用地保全などの農村集落の機能低下

が危惧されているところです。

県では農業・農村を支える組織形成を支援す

るため、昨年度から国の補助事業を活用し、持

続可能な農村集落の維持・強化を図る農村ＲＭ

Ｏの取組に力を入れているところでございます。

農村ＲＭＯとは、農村型地域運営組織の略称

であり、中山間直払いの集落協定などの農業者

を母体とする組織と自治体等の地域の多様な組

織が連携し、農用地保全や農業振興を行うこと

で地域コミュニティの維持に取り組む組織であ

ります。

県内の取組事例として、西都市の東米良地区

の事例を載せております。

この地区では、県内で先がけて農村ＲＭＯに

取り組んでおり、ＮＰＯ法人の東米良創生会を

事務局として、東米良地区の全地区や猟友会、

地域の企業等を構成員とした協議会を組織し、

地域の課題解決に向けた取組を進めているとこ

ろでございます。

現在は、労働力不足に対応するためにデジタ

ル技術を活用し、ドローン等による有害鳥獣の

追い払いや、地域の特産品である柚子の剪定技

術を次世代に引き継ぐための３Ｄモデル教材の

作成、地元の直売所の無人化やキャッシュレス

化等の実証活動に取り組んでおります。

県としましては、このような取組を支援し、

それをモデル事例として県内に波及させ、中山

間地域の農山漁村を守る仕組みを形成していき

たいと考えております。

○二見山村・木材振興課長 続いて、林業を支

える担い手の確保・育成について、環境森林部

から御説明いたします。

資料の31ページを開きください。

①県内の林業就業者数の推移を御覧ください。

令和２年度の本県の林業就業者数は、国勢調

査によりますと2,420人で、長期的に見ますと減

少傾向ではありますが、平成17年以降で見ます

とほぼ横ばいで推移しております。

また、黒の折れ線グラフになりますが、令和

２年は65歳以上の割合が25％と高齢化が進行し

ている一方で、赤い折れ線グラフの35歳未満の

割合は18％と、近年上昇傾向であり、一定の若

返りが図られております。

次に、②県内の乾しいたけ生産者数の推移を

御覧ください。

乾しいたけの生産者は農林水産省統計により

ますと、近年は横ばい傾向で推移しておりまし

たが令和元年から徐々に減少し、令和４年は平

成30年の1,346戸から300戸減少し、1,046戸と

なっております。

また、生産者のうち71歳以上の割合が43.7％

と高齢化が進行しております。
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次に、③県内の林業労働災害による被災者数

の推移を御覧ください。

林業における令和４年の死傷者数は91人、こ

のうち死亡者数は５人で、その多くが伐倒作業

時に発生している状況でございます。

32ページをお開きください。

課題を２つ挙げており、１の新規就業者の確

保・育成では、本県の林業の魅力の効果的な発

信とＵＩＪターン希望者に働きかける機会の創

出や、実践的な知識・技能を身につけた人材の

育成が必要であり、また、特用林産業について

は、生産を開始するまでに生産技術の向上や一

定の初期投資が必要となることから、自立に時

間が必要となることが挙げられます。

２つ目の就労環境の整備では、機械化が進ん

でいない造林、下刈り作業、特用林産業の作業

の効率化・省力化や、労働災害を防止するため

の安全教育や装備等の充実が必要となっており

ます。

これらの課題に対応する県の取組について、

下段を御覧ください。

１の新規就業者の確保・育成ですが、本県の

林業を紹介するホームページの運営、就業事例

を紹介するパンフレットの作成、県内外におけ

る就業相談会の開催、造林・特用林産業におけ

るお試し就業の実施、「緑の雇用」による新規就

業者等の育成や事業体の継続雇用に対する支援、

みやざき林業大学校においての即戦力となる担

い手の育成、特用林産業においては、就業準備

給付金の支給等を実施することとしております。

２の就業環境の整備では、省力化につながる

下刈り機械の導入支援や、ドローンによる苗木

運搬等の実証試験の実施、特用林産業における

原木移動作業の経路化、省力化につながる小型

グラップルなど、生産施設等の導入支援、労働

災害の防止のための安全教育や防護服や通信機

器などの安全衛生装置の導入について支援する

こととしております。

説明は以上でございます。

○川添委員長 執行部の説明が終わりました。

委員の皆様から御意見、質疑がございましたら

御発言をお願いいたします。

○山内委員 ４ページの中山間地の集落の状況

について、消滅または10年以内に消滅をすると

回答した集落が234集落ということでした。様々

な対策をされていることはよく分かりましたが、

今まさに消滅の危機が目の前にある集落に対し

て、県として取り組まれていることや、サポー

トしていることがあったら教えてください。

○湯地中山間・地域政策課長 234集落について

は、集落が回答したものではなく、市町村にア

ンケートをとって、市町村がこの集落はいずれ

消滅する、10年以内に消滅するだろうというこ

とで回答を頂いているものです。集落自体が、

消滅すると言っているものではないですが、地

域にいろいろな課題があることは、集落の皆さ

んもよく分かっていると思いますので、例えば

いろいろな地域でワークショップを開いて、地

域課題を解決するためにはどのような取組をす

れば良いか―例えば交通手段がないのであれ

ば、ボランティアで互助輸送やろうとか、買物

が厳しいのであれば移動スーパー事業をやろう

とか、そのような取組につなげられると良いと

思っています。実際にそのような事業を立ち上

げるためにもお金がいりますので、事業の初期

投資について県で支援をしたりしているところ

です。

○山内委員 この特別委員会でも、西米良村な

ど様々な地域を視察させていただきました。特

に西米良村は、一社あったタクシー会社の方が
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急に亡くなり、地域の足が全くなくなり、村長

が自ら人を探していらっしゃるというお話も委

員会のメンバーで伺わせていただきました。本

当に目の前に危機が迫っているということを体

感したところでしたので、ぜひ、各地域の課題

について相談に乗りながら、サポートや対応い

ただきたいと思います。

次に、特定地域づくり事業協同組合に関して

質問です。こちらも、この特別委員会の視察で、

事業協同組合もろつかわーくを視察し、制度上

のいろいろな課題に直面しているというお話を

伺わせていただきました。例えば、給与をきち

んと上げていかないといけないが、そもそも地

域産業の市場規模も小さい中で、人件費を上げ

ないといけないことが非常に厳しいことや、中

山間地域の特性として、基幹産業である林業や

土木分野の人材が必要だが、労働者派遣法で派

遣できない制約があるということでした。実際

に組合を設立して直面した課題に対して、組合

としても国に声を届けていかないといけないと

思っているし、皆さんに御協力いただきたいと

いうお話もありました。先ほど、県としては、

組合を増やしていきたいという目標を伺いまし

たので、組合が抱える課題を認識しているのか

や、支援の状況、今後どのように取り組んでい

くのか、国に対して意見を伝えていただいてい

るのかについて確認させてください。

○湯地中山間・地域政策課長 今、委員がおっ

しゃった課題について、県も把握しております。

人口減少が続く地域に担い手を確保するため

には、それなりの労働条件を提供しないといけ

ないものです。実際に組合に就職する方は、ほ

とんど県外から来た方ですので、地域のことを

よく知らないという状況です。この制度のマル

チワークは、地域をよく知り、定住してもらう

ためによい制度だと思っていますが、やはり一

定程度の労働条件を提示することを組合として

も考えてもらいたいと思います。

派遣者派遣法で一部の業種への派遣が制限さ

れていることについては、他県からも同じよう

な話があっており、総務省に要望として挙げて

いるところです。

県としては、組合設立を促進したいので、組

合をつくるための下準備―例えば先進地の視

察をしたり、協議する際の費用を補助するなど、

組合設立に向けて支援をしているところです。

どこまで県としてできるかというのはあります

が、しっかり地元と話し合いながら、県ででき

る支援について考えていきたいと思っています。

○山内委員 今、諸塚村と日南市で組合が設立

されていると思いますが、設立準備中の自治体

があったら教えてください。

○湯地中山間・地域政策課長 今、具体的に話

が進んでいるのは、椎葉村と都農町の２つがご

ざいます。

○下沖委員 地域運営組織について質問です。

まちづくり協議会を含めて各市町村で立ち上

がった組織はありますが、やめていく組織も多

いと思います。その要因―課題は事務局です。

事務局を運営する人件費、事務費を含めて様々

な運営費がかかる中で、組織設立当初は補助金

で何とか回っていますが、補助金がなくなると

自己資金がなくなっていきます。成功事例でよ

く目にするのは、行政から指定管理や業務委託

を受けて、事務局運営を含めた基本的な費用を

調達している例です。行政から業務委託や指定

管理を受けることができるような組織は限られ

る中で、地域運営組織を設立したとしても、安

定的な行政の支援がないと、組織運営を維持で

きないと思います。この点についてどのように
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考えているのか教えてください。

○湯地中山間・地域政策課長 組織を維持して

いくために自主財源が必要だというのはかなり

あると思います。市町村から補助金を出し続け

て組織を維持できるかというと、かなり厳しい

というのはおっしゃるとおりで、自主財源をど

うしていくかについて地域で話し合う必要があ

ります。他県では、ガソリンスタンドや飲食店

を経営する事例がありますので、地域に必要な

―例えば飲食店がない地域では飲食店を運営

し、自主財源を稼いでいくことが必要だと思い

ます。県としては、設立後のアドバイスや支援

を進めているところです。

○下沖委員 山間地では、買物できるところや

ガソリンスタンドなど生活の維持に必要な店舗

などを運営すると市町村が補助する場合もあり

ますし、県と市町村が連携して支援すると地域

運営組織が設立されていくと思います。組織運

営の財源になる部分を行政が提供しないと、組

織を立ち上げることはできないと思いますので。

市町村と県がいろいろ協力してもらいたいと思

います。

○湯地中山間・地域政策課長 26ページの１番

下の（６）に記載しておりますが、県としても、

活動拠点の整備や事務局人材の人件費の補助を

もやっていきたいと思っております。

○黒岩委員 ４点ほどお伺いします。

まず、14ページに令和元年度から令和４年度ま

での移住実績が出ておりますが、移住から１年

後、２年後に転出された方―定着率は把握し

ているのでしょうか。

○湯地中山間・地域政策課長 申し訳ございま

せん。そこは県では把握できておりません。

○黒岩委員 先日、特別委員会で県内の町村を

調査しましたが、移住後に転出された方が結構

いらっしゃいました。今は、保育料や給食費の

無償化によって移住を促進している自治体も多

いですが、子供が保育園や小学校、中学校など

を卒業した後も定着しているのかを今後しっか

りと見ていく必要があると思います。県として

は、移住後に転出しているのかについてもきち

んと把握した上で、分析と対策をお願いしたい

と思います。これは要望で。

次に、17ページの空き家対策について質問で

す。以前、中山間地域で移住定住の住宅制度が

ありましたが、日南市では、この制度が多く活

用されました。行政からではなく、地域の人か

らもう１回やってほしいという声があります。

この点についてはいかがでしょうか。

○松田建築住宅課長 過去に、山村定住住宅制

度がございました。これは、過去いろいろな実

績がありますが、今は実施されておりません。

いろいろな声を聞きながら、県としても検討し

ていきたいと思いますし、空き家対策につなが

るのであれば、再度取り組む検討を進めていか

なければならないと思います。

○黒岩委員 県外から転入した方が新たな業種

の仕事をしようとした場合、県のシステムとし

ては、農業大学校、林業大学校、高等水産研修

所があると思います。生徒の募集状況、運営状

況について教えてください。細かい数字は別と

して、傾向だけでも結構です。

○馬場担い手農地対策課長 農業大学校を所管

しております担い手農地対策課です。農業大学

校の定員は65名でございますが、昨年度は志願

者は68名で、64名の入学を認めているところで

ございます。

○松永森林経営課長 林業大学校につきまして

は、令和元年度の創設以来、昨年度まで高校生

やＩターン、Ｕターン者、女性などを含み、82
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名の受講生がおり、78名の方が林業関係に就業

しております。15名の定員でしたが、毎年20名

程度を受け入れてきております。今年度からは

定員を24名に増やしており、現在23名の方が研

修を受講しているところでございます。

○大村水産政策課長 高等水産研究所は、中学

校を卒業した方を対象としており、委員がおっ

しゃるような県外からの転入者につきましては、

公益社団法人宮崎県漁村活性化推進機構で面談

やマッチング、漁業研修を実施しております。

そちらの実績では、令和４年は48件就業の問合

せがあり、マッチング成功件数は17件となって

おります。

○黒岩委員 それぞれ、好調な志願者数だと思

いました。県外から県内で仕事をしたいという

方のためにも、このような学校がより機能して

いくことを期待をしています。

○福田委員 29ページの中山間地域の多様な担

い手の確保について質問です。複合的経営とは、

具体的にどのようなものでしょうか。

○梶原中山間農業振興室長 中山間地域は農地

が不形成だったり小さく、農業だけでは十分な

収入を得られないという場合が多いことから、

複合的経営を支援しております。

中山間地域というところで農業と林業を組み

合わせたり、農業の中でも単一作物ではなく周

年で収入を得られるような作物の組合せをする

ことをイメージしております。今、取り組まれ

ようとしている方は、ピーマンと林業を組み合

わせる話を聞いております。

○福田委員 ６次産業化は取り入れられないの

ですか。

○梶原中山間農業振興室長 所得を確保する点

では、６次産業化によって付加価値をつけてい

くことも重要な方策と考えており、県でも支援

しております。

○福田委員 視察に行った西米良村は、柚子の

産地ですが、加工品を製品化するまで―例え

ば柚子を味噌の中にうまく練り込んだり、胡椒

の中に入れ込むなどいろいろな作業があると思

いますが、柚子から離れないで１次、２次、３

次産業につなげていました。生産から加工まで、

６次産業化すると効果的じゃないかなと私は思

いますが、いかがでしょうか。

○梶原中山間農業振興室長 柚子だけを売ると

十分な収入が得られないというような場合、消

費者のニーズに合わせた商品開発に取り組むこ

とは所得の確保という点で非常に有効であると

思います。

○今村委員 資料25ページの地域運営組織につ

いて質問です。現状は、まちづくり協議会等で

イベントや行事の開催等の取組が多く、課題解

決の取組がなかなか厳しいということでしたが、

課題解決の取組ができていない要因について、

何か考えられることはありますか。

○湯地中山間・地域政策課長 一番の要因は、

やはり人がいない―リーダーになる人やリー

ダーを囲むプレーヤーになる人の高齢化が進ん

でおり、いなくなっていることだと思います。

○今村委員 24ページに書いてあるとおり、地

域課題に対応する取組が困難であることからス

タートしている事業ですので、この取組にしっ

かり力を入れることが重要だと思っております。

よろしくお願いします。

次に、13ページの成果指標について、現況値

は令和５年、目標値は令和８年の数字と捉えて

よろしいですか。

○湯地中山間・地域政策課長 基本的にはおっ

しゃるとおりです。

○今村委員 上から３番目のマッチングサイト
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を活用した集落数について、現況が１集落で、240

集落というすばらしい目標値になっています。

現実的に達成でき得る数値なのでしょうか。

○湯地中山間・地域政策課長 マッチングサイ

トは、現在、中山間盛り上げ隊―今までは委

託業者に頼んで集落と実際の盛り上げ隊の人た

ちをつないでいましたが、この10月からこのマッ

チングサイトを新しく立ち上げて、集落と盛り

上げ隊のメンバーが直接やり取りできるように

しました。この10月に立ち上げたため、現況値

はまだゼロですが、目標値である240集落は、中

山間盛り上げ隊を利用していた集落です。コロ

ナ禍で利用がかなり落ちましたが、毎年のべ50

から60集落は活用されていましたので、その積

み重ねで240集落としています。当然、同じ集落

が何回も利用するケースもあり、のべ240集落と

考えています。

○日髙委員 15ページの市町村の移住実績につ

いて、「不明」とあるのはどういう意味でしょう

か。

○湯地中山間・地域政策課長 この実績は、県

の施策や市町村の相談窓口に来た人の合計の数

です。中には、出身地を教えていただけないケ

ースもありますので、「不明」としています。

○日髙委員 黒岩委員からも移住者の定着が必

要だという意見もありましたが、特別委員会の

調査で美郷町を視察したところ、空き家を求め

る需要に対して今は空き家がなかなかないとい

う話を聞きました。美郷町は、２年前から、空

き家を紹介する際に、デメリットにも感じる危

険区域の指定やＷｉ―Ｆｉが届くのか届かない

のか、空き家周辺の写真など詳細を伝えるよう

にしているということでした。あらかじめ、デ

メリットも伝えることで転出者が少なくなった

そうです。メリット、デメリットをしっかりと

発信をすることによって、ミスマッチが減り、

定着者が増えたという話でしたので、このよう

な成功事例について、市町村間で共有していた

だきたいと思います。

○湯地中山間・地域政策課長 おっしゃるとお

りだと思います。我々も市町村と一緒に、担当

者会議などいろいろとやっていますので、共有

していきたいと思います。

○丸山委員 ４ページの中山間地域の現状につ

いて教えてください。平成22年の調査で、いず

れ消滅するが71集落だったのが、平成26年の調

査では40集落に減り、平成30年の調査では61集

落になっています。いずれ消滅する集落が70か

ら60集落に少なくなったことについて、集落が

持続可能になった施策の効果は何だったのか検

証したのか。また、10年以内に消滅する集落は、

平成22年、平成26年の調査で２集落でしたが、

平成30年の調査では１集落になっており、本当

に消滅してしまったのか。今回は７集落になっ

ていますが、今後、まだ増えるのか、過去から

の推移や、県や市町村の努力―施策の何が効

果があったのか、もし分かっていれば教えてく

ださい。

○湯地中山間・地域政策課長 調査は、中山間

地域振興計画を改定する前に、市町村に対して

アンケートをとっている内容であり、市町村の

判断で挙げていただいている数字です。我々も、

市町村の判断基準は正直分からないところで、

その時々で、やはりここは集落維持が厳しいの

ではないかという判断をそれぞれされていると

思います。何の施策があって盛り返したのかや、

逆に厳しくなったという部分は、正直、分から

ないところがございます。

○丸山委員 消滅した集落があるという認識で

いいのか。どんな認識で市町村に報告してもらっ
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ているのでしょうか。

○湯地中山間・地域政策課長 昔の西都市寒川

集落のような事例は、最近は多分なく、地区の

区割を変えてなくなってしまうケースはあると

思います。

○丸山委員 計画を更新するときには、同じ基

準で判断していかないと合わなくなると思いま

す。市町村それぞれで違うイメージを持ち、判

断すると合わないと思いますので、次の計画更

新時には、同じ基準で判断してもらった方が良

いと思います。施策の何が功を奏したのか検証

しづらくならないようにと思います。検証しや

すい形で、同じ基準で集落の在り方、何を集落

とするのかという定義も、しっかりやっていた

だきたいと思います。このような議論は、今後

できるものでしょうか。

○湯地中山間・地域政策課長 どの程度できる

かは分かりませんが、判断基準と市町村から上

がってくる数字の理由について、少し精査して

いきたいと思います。

○丸山委員 次に、18ページの移住支援金につ

いて、活用する人がかなり増えてきていると見

ています。令和４年度の支給実績が269件とあり

ますが、市町村ごとにばらつきがあるのか―

やはり宮崎市に偏っているのか。できれば、中

山間地域に移住していただきたいと思っている

のですが。

○湯地中山間・地域政策課長 国の制度は東

京23区からの移住ですが、その方は宮崎市や都

城市が多いところです。県独自分は、宮崎市、

都城市は多いですが、中山間地域でも各市町村

５名前後、この支援金を活用して移住されてい

るところです。

○丸山委員 移住支援金をもらっている方は、

Ｕターンが多いのか、Ｉターンが多いのか。で

きればＵターンを含めて、地元出身の方が根付

いたほうが嬉しいなという気持ちもしています。

データがありますか。

○湯地中山間・地域政策課長 令和元年度から

４年度までの移住支援金の支給は528件あり、そ

のうちＵターンが266件、Ｉターンが262件で半

分半分の状況です。

○丸山委員 半分半分ということですが、この

制度ではしっかり５年間定住しているかを市町

村がチェックする必要があるということでした

ので、しっかりしていただきたいと思います。

宮崎市や都城市への移住が多いというのは、

ある程度インフラが整備されているし、移住に

対する市独自の施策―例えば子育てに対する

手厚い支援があるからなど。なぜ都市部に移住

者が固まってしまっているのか、何か情報があ

りますか。

○湯地中山間・地域政策課長 生活が便利だと

いうことが大きな理由だと思います。都会の方

から話を聞くと、車の免許を持っていないとい

う方も多いので、そうすると宮崎市や都市部に

住まざるを得ないと思います。

○丸山委員 できるだけ県内の均衡な発展を目

指したいという思いがあるものですから、そう

するには仕事や移動手段、医療機関や学校につ

いて考えていかないといけないかなと思ってい

ます。今後人口が減っていくと、集約化するこ

とも必然的であるとの考えではなく、どのよう

なまちづくりを宮崎県としてしていくのか。例

えば都城市が県西地区のダム機能を持ち、延岡

市が県北地区のダム機能を持ち、宮崎市が県央

地区のダム機能を持つなど役割分担をしていか

なければいけないのではないかと思っています。

市町村の広域連携で、人口減少が進む本県をど

のように支えていくのか。ダム機能を持たせる
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ための県としての発想はありますか。

○湯地中山間・地域政策課長 先ほどお話しし

た中で、不足していましたが、田舎に行くと空

き家や住宅が足りないというところも大きな理

由の一つです。ダム機能という話ですが、都会

から来る方は、やはり宮崎市に集中しますので、

例えば二段階で宮崎市へ移住してしばらくして

から中山間地域へ移住していただく取組もある

と思います。今も中山間地域向けの事業をやっ

ていますが、中山間地域についてよく知ってい

ただくことも大切だと思っています。今年、県

内で市町村の担当者会議をやりました。県北、

県南、県央それぞれの地域に集まって、それぞ

れの取組について発表してもらったり、移住に

関する意見交換もしていただき、このような中

で連携を深めていければと思っています。

○前屋敷委員 10ページの中山間地域振興計画

については、県庁全体で部局横断的な取組がな

されなければ、進んでいかないと改めて実感し

ました。令和４年度の移住実績は過去最高の994

世帯ですが、定住していただくことが大事なの

で、そのためには何が必要か、今日も委員から

質問が出ておりました。

やはり家族で移住した方々は、子供を取り巻

く暮らしの安定、安心して子育てしながら暮ら

すための仕事なども必要です。計画の中に、こ

ども家庭センターの全市町村設置の推進とあり

ますが、どのように県と市町村で連携していけ

るものでしょうか。分かる範囲で説明をお願い

します。

○児玉総合政策部次長（政策推進担当） 今、

直接は担当しておりませんので、私が申し上げ

ることが、必ずしも正確ではないかもしれない

ですが。

こども家庭センターは、国においても、やは

り各市町村に設置して、しっかり出産した段階

から就学まで、また、就学してからの課題に対

してもずっと連携して子供を見ていきましょう

という考えです。出産段階、就学前、就学以降

とそれぞれ別々に支援機関があり、やはりしっ

かり関係機関が連携して取り組みましょうとい

う考えで、国がこども家庭センターという名称

でこれまでの機能をまとめて各市町村に設置す

ることを進めています。福祉保健部で市町村に

取組をお願いし、設置を進めているところです。

ある程度の規模の自治体であれば、複数の機関

を１つにまとめる方法もありますが、非常にコ

ンパクトな町や村においては、既に、役場の保

健師等の職員が一体的に支援できているので、

センターの必要性がどこまであるのかは、それ

ぞれの市町村で考えがあります。県としては、

ここの目標にもありますが、こども家庭センタ

ーを各市町村１か所は置いていただく考えで進

めているところだと考えております。

○前屋敷委員 各市町村につくることはわかり

ますが、特に中山間地域の振興計画の中でこの

センターをどのように生かすかという点では、

力も入れて重要視していかなければいけないの

ではないかと思います。そういった視点で、き

め細かな対策になるように力を入れてほしいと

いう点を要望しておきます。

○下沖委員 29ページの複合的経営について確

認です。補助金の申請をするときに、労働日数

を含めた主な収入が高い業種で申請することが

あります。複合的経営としたときに、農業の補

助金と林業の補助金、どちらも申請できるので

すか。これまでは、どちらか業種を決めないと

いけない実態があったと思いますが。

○梶原中山間農業振興室長 この事業は県独自

の予算であり、どちらの業種を主にするのかと
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いう要件は設けてありません。農業への支援と

いう点では限定されます。農業と何かを組み合

わせる際に、農業に対する必要となる資金を支

援するというものです。

○下沖委員 商業などほかの仕事を持っていて、

そちら収入が多いが農業もしているという場合、

農業の補助金を申請すことができるものですか。

○梶原中山間農業振興室長 状況によると思い

ますけれども、今回の事業については、農業に

対する支援は可能だと思います。

○下沖委員 今まで、どちらが主かという選択

を迫られることが多かったので、この複合型経

営は収入の多さ、労働日数の時間では見ないと

いうことですね。分かりました。

○山内委員 ４ページの中山間地域の集落の状

況について確認させてください。

令和４年４月調査で集落数が1,861という数字

は、市町村から回答があった数が1,861なので

しょうか。

また、実際に消滅したという集落の数も質問

しているのか、消滅数も把握しているのかを教

えてください。

○湯地中山間・地域政策課長 1,861集落は市町

村に問い合わせた数字です。消滅した集落数に

ついては質問していませんが、例えば地区割を

変えた関係で集落数が少なくなっているという

市町村もあったり、先ほどお話した西都市の寒

川集落は、もうそこには住めないので集団で移

転したというようなケースで、消滅に当たると

思います。ただ、実際に住んでいて、最終的に

誰も住まなくなったのでその地区に人がいなく

なって、地区割を変えるという例のように、数

字だけでは見えてこない部分があると思ってい

ます。

○山内委員 今後そういう集落が増えてくると

思うので、できればそういった部分もこの調査

で把握できれば、人が減った末に集落をどう存

続させるか、区割統合するかなど対応の選択肢

が見えると思うので、ぜひ御検討をお願いしま

す。

消滅集落に関しては質問していない、把握し

ていないということですが、今後は、そういっ

たケースも出てくると思います。消滅した集落

数も把握が必要だと感じておりますので御検討

をお願いします。表を見ますと、平成22年度

が1,873集落、令和４年が1,861集落であり、単

純に考えると十何集落は消滅したとも見えてし

まいます。この部分を御説明いただけるのであ

ればお願いします。

○湯地中山間・地域政策課長 過去の数字につ

いて詳しく分からないところがありますが、例

えば区割が変わって消滅するところもあれば、

区割を変えて増えるケースもあります。消滅し

たとは限らない部分もあるので、そういったと

ころについてはまた丁寧に市町村とも話をして、

実際になくなった集落があればそれについてま

た確認をしていきたいと思います。

○坂口委員 ４ページの表の日常生活における

問題で、問題が深刻だというところが過去は大

体４％の横ばいで推移していましたが、今度の

調査では急に6.7％に上がっています。これはど

のような理由があるのでしょうか。

○湯地中山間・地域政策課長 人口減少に伴う

担い手不足が大きな原因で、例えば、生活支援

サービスを提供している事業者が撤退したり、

スーパーがなくなったりということがあります。

○坂口委員 今回の調査で、10年以内に消滅す

ると見込まれるのは７集落ですが、今のままだ

と消滅する確率が高いということなのか、手を

打つからこの数字なのか、どのように見ていま
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すか。

○湯地中山間・地域政策課長 先ほどお話した

とおり、具体的な判断基準があってアンケート

をとったわけではありません。

○坂口委員 集落の統廃合や寒川集落のように

集団で転出するなど考えられられますが、今後、

この消滅する可能性がある集落に何らかの公的

な支援が必要になるのかと思います。とにか

く、10年以内に集落が７つ消滅するということ

はかなり深刻だと思います。市町村も、今いろ

いろな施策をやっていてもこうなってしまうと

いう数字を出していると思います。

○湯地中山間・地域政策課長 判断基準は示し

ていませんが、当然、市町村は高齢化率の状況

を見た上で判断していると思います。７集落は

かなり厳しい状況なのだと思います。

○坂口委員 このままだと、自然消滅というこ

とになります。何らかの手を打とうとしている

のか、手立てがなくて難しいという判断なのか。

７つの集落がなくなるということだけを公表す

るというのは、あるべき姿ではないと思います。

県としては、そういったことまで各論を徹底

してやっていきながら、究極は、宮崎県の人口

をどう維持するのかという大きい目標がありま

す。各論ばかりに入っていくと、県の仕事とし

ては間違いという気もしますが、どういう具合

に使い分けているのですか。

○湯地中山間・地域政策課長 例えばこの７集

落は、高齢化がかなり進んで厳しい地域ですの

で、市町村にはっきり聞いていませんが、見守

り活動だけはやります、という判断をしている

のだと思います。県としては、人口減少の状況

を少なくとも抑制していかないといけないとい

うことで、当課が移住の施策を一生懸命やって

いるところです。移住は人を呼び込む施策は当

然やらないといけないし、一方で、中山間地域

の日常生活を守る取組もやらないといけない。

そのバランスやジレンマもありますが、ある程

度、市町村がこの地域は今後どうしていこうと

いうことを考えていると思いますので、それを

よく聞きながら対応していきたいと思います。

○坂口委員 先ほども話題になりましたが、移

住してきた人がいついなくなったのか把握して

いないということが大きな問題です。それを把

握した上で、定住してもらうために何が欠けて

いたかや、何が不十分だったのか、この条件が

整っていればよかったというようなことまで分

析していかないと、少し中途半端だと思います。

これは県の仕事ではないですが、市町村に対し

て助言する必要があると思います。せっかく移

住した人にずっと住んでいただけるようにする

ということをやっていかないと。

私の周りでも、何人もそういう人がいます。

せっかく移住してきて、特にハウスなど施設園

芸をやっていたけれど、もういなくなったらし

いよという方が。検証や分析をやって、できる

手立てがあればやって定住につなげてほしいと

思います。

○黒岩委員 坂口委員の質問の関連です。今、

国はコンパクトシティ・プラス・ネットワーク

で、できるだけコンパクトにしなさい、地域拠

点をつくりなさいと言っています。それを後押

しする立地適正化計画もあり、都市機能を集約

するものです。一方で、残った集落をどうする

のか。特に、合併した市町村はその周辺の町村

にそういった集落があるものですから、それを

どう維持していくのかということといった非常

に大きな課題があります。学校の統廃合の問題

にしても、そういったものについては、現場に

いる基礎自治体では判断がつかないところもあ
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ります。コミュニティバスについても、もうか

らない事業ですが、やめられません。

県は、市町村に対して客観的に指導というか、

後押しをしてもらいたい思いがあります。要望

です。

また、今年の夏、総務省から、地方公務員の

地域貢献活動休暇について発表されました。地

域組織は、プレイヤーがなかなかいないのが現

状です。消防団にしても民生委員にしても、な

り手がいない中で、公務員の地域の中での位置

づけが非常に大事になると思います。今の国の

動きとそれに対する市町村の動きを把握してい

れば教えてください。

○湯地中山間・地域政策課長 地域貢献休暇に

ついては、私も気になっており、人事委員会に

も一度尋ねましたが、具体的にはまだ何も国か

らは下りてきていないということでした。例え

ば、県の出先機関の人が、地域貢献として地域

の集落活動に従事することが期待できますし、

そういった休暇制度が新たにできるといいなと

思っています。

○黒岩委員 県ももちろんですけれども、市町

村に対してもそういった制度を積極的に活用し

―もちろん公務員ですから仕事が第一ですが、

県として市町村を後押しができるような助言を

お願いしたいと思います。

○本田副委員長 移住定住に関して、転出した

方について把握していないということで、市町

村を中心に移住された方々に対するアフター

フォローをしていると思いますが、県で把握し

ていることがあれば教えてください。

○湯地中山間・地域政策課長 移住サポーター

制度で、県内の26市町村のうち16市町村でサポ

ーターを設置して、市町村が移住された方のア

フターケアに取り組んでいます。残りの10市町

村も、移住担当者の方が移住者のアフターケア

を担当している状況でございます。

○本田副委員長 市町村間で情報を共有する場

もありますか。

○湯地中山間・地域政策課長 毎年、市町村の

移住担当者の会議をしていますが、昨年度まで

は１か所に全員集まって開催する形でやってい

ました。今年度から県北、県央、県南というこ

とで３か所で集まり、市町村の移住対策につい

て発表していただき、意見交換をするようにさ

せていただいています。

○本田副委員長 16市町村ということですが、

県内26市町村あるので、できればいろいろな良

い施策を横展開してもらいたいと思います。移

住まで結びついたということは、非常に大切な

方々だと思いますので、数字の把握と含めてア

フターフォローの取組をお願いしたいと思いま

す。

また、16ページの関係人口の拡大についてで

すが、関係人口は非常に捉えにくいものだと思

います。定性的には把握できると思いますが、

定量的に関係人口がどうなったとか指標を持っ

ていれば教えていただきたいです。

○湯地中山間・地域政策課長 関係人口全体の

指標はないですが、例えば昨年度は県内の９市

町で96社の会社がワーケーションをやり、916人

の方が宮崎に来ていただいた状況です。

○本田副委員長 関係人口をどのように増やす

のか、何か定量的にこの関係人口が増えている、

減っている、などしっかり見える指標があると

いいと感じています。

○湯地中山間・地域政策課長 どのような指標

で測るかをお答えできる材料がないですが、関

係人口なのか、交流人口なのか、あいまいなと

ころもあります。例えば今、いろいろな民間企



- 19 -

令和５年９月26日（火曜日）

業の方が旅行をしながら職業体験をすることが

できる事業をやっていますが、それは交流人口

なのか関係人口なのか。例えば、株式会社おて

つたびという事業者は、宮崎に来てスポット的

に仕事を手伝って帰るというようなサービスを

提供しておりますが、どこまで関係人口と言え

ばいいのか、判断が非常に難しいと感じていま

す。

○本田副委員長 定義したり、ターゲットを絞っ

てその人口を増やしていく、そこを追いかける

というのも、今後人口減少に歯止めをかける地

域政策に必要なのだと思います。ぜひ進めてい

ただきたいと思います。

○黒岩委員 宮崎県の離島の活用について質問

です。現在、離島振興計画を策定している離島

は幾つありますか。

○湯地中山間・地域政策課長 県内では３つ、

島浦、大島、築島です。

○黒岩委員 今の島民人口はわかりますか。

○湯地中山間・地域政策課長 令和２年の国勢

調査の結果では島浦が710人、大島がゼロ、築島

が９人になっています。築島は、実際に住んで

いらっしゃるのは４人だと思います。

○黒岩委員 移住定住の政策を推進する上で、

離島をどのように活用する予定でしょうか。

○湯地中山間・地域政策課長 今の移住定住に

関して言うと、メインとなるのは島浦だと思い

ます。島浦では、島の方々が集まって地域振興

について取り組む島業協議会があり、地域おこ

し協力隊の方が１名いらっしゃいます。島を観

光資源として活用できないかや、移住や関係人

口づくりに結びつかないか、いろいろな取組を

しております。例えば、昨年度は、満月食堂と

いう島唯一の食堂ができたり、そういう取組を

一生懸命やっていらっしゃいます。県でも支援

できるところを支援していきたいと思っていま

す。

○丸山委員 地域おこし協力隊のことについて

お伺いしますが、以前は結構、地域おこし協力

隊がブームで、各市町村に来ていただいたよう

に感じます。最近は状況が大分落ち着いてきた

のか、なかなか地域おこし協力隊に手を挙げる

人が少なくなってきているのか。

○湯地中山間・地域政策課長 総務省は全国で

１万人、地域おこし協力隊を任用することを目

指してやっており、記憶が定かではないです

が、6,000人ぐらいの方が今、全国で任用されて

いると思います。毎年増えていっている状況で

す。

県内は、毎年徐々に増えており、募集をかけ

れば、手は挙がるというような状況です。

○丸山委員 19ページの表に宮崎市がゼロで実

績がないですが。市町村でバラつきがあり過ぎ

るかなとも感じます。

○湯地中山間・地域政策課長 市町村の考え方

次第で、地域おこし協力隊の方が移住者という

ふうに捉えれば、宮崎市は移住者がたくさん来

ているので、地域おこし協力隊としてあえて採

用する必要がない。ただ、今年、１名採用する

ような話も聞いているところです。やはり中山

間地域の協力隊の採用数が多い状況です。

○丸山委員 地域おこし協力隊の定住率は、全

国で６割ちょっとです。任期後にどうなったの

かというのも問題になっていて、定着率がいい

市町村と悪い市町村の差があるので、県で検証

をしていただきたいなと。都農町は特にサッカ

ー関係で、という話もありましたが、いかに定

住してもらうか、施策につなげるために検証し

て、それをフィードバックして、市町村にこう

いうふうにすれば定住できますね、と示すこと
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が必要だと思っています。しっかり検証してい

ただくとありがたいといます。

○川添委員長 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○川添委員長 ないようですので、これで終わ

ります。執行部の皆様は、退席いただいて結構

です。お疲れさまでございました。

暫時休憩いたします。

午前11時46分休憩

午前11時47分再開

○川添委員長 委員会を再開いたします。

まず、協議事項１、県外調査についてであり

ます。資料１の県外調査の行程表を御覧くださ

い。10月17日から19日に実施予定であります。

当初、宮崎カーフェリーを利用することで調整

してきましたが、フェリーが点検に入るという

ことで利用できず、往復宮崎空港発着の航空機

利用となります。

10月17日は10時20分に宮崎空港に御集合いた

だき福岡市内へ向かいます。福岡空港からは借

り上げバスを利用しますが、出発まで30分弱し

か時間が取れない見込みです。昼食は航空機内

やバス車内で食べたり、福岡空港到着後にささっ

と食べるなど、各自でお取りください。

午後からは、困難を抱える子供や保護者の支

援を行う認定特定非営利法人ＳＯＳ子どもの村

ＪＡＰＡＮを訪問します。その後、福岡から人

口減少下の日本の社会課題を解決する先駆的な

取組を行う福岡市社会福祉協議会を調査し、博

多駅近くに宿泊いたします。

２日目は、福岡空港経由で徳島県へ移動し、

お昼は大塚グループが地域貢献事業として運営

する大塚国際美術館を調査いたします。その後、

徳島県庁を訪問し、徳島県の人口減少や地域公

共交通対策、空き家対策について調査した後、

徳島駅近くに宿泊いたします。

３日目は、徳島県が木育や地域活性化の拠点

として設置した木のおもちゃ美術館を訪問した

後、兵庫県淡路市の株式会社パソナを訪問し、

東京一極集中の是正から本社機能の一部を地方

へ移転した取組や地域と共同した地方創生の取

組について調査します。帰りは伊丹空港経由で

宮崎空港に戻り、解散となります。

諸般の事情により行程に変更が出る場合があ

りますが、正副委員長に御一任をお願いいたし

ます。服装はノーネクタイのクールビズで御参

加ください。

また、以前の委員協議で、山内委員から、県

外調査について男性の育児休業取得促進のコン

サルティングを行う株式会社ワークライフバラ

ンス社や、その実践をしている福岡市を調査し

たい御意見を頂いておりましたが、今回の調査

日程では、先方と都合が合わず実現しませんで

した。１月閉会中の委員会で、オンラインで調

査することに代えたいと考えておりますので、

御了承ください。

暫時、ここで休憩いたします。

午前11時51分休憩

午前11時52分再開

○川添委員長 委員会を再開いたします。

次に、協議事項２の次回委員会についてであ

ります。資料２を御覧ください。

これまで調査してきた内容と今後の調査内容

案をまとめております。次回11月閉会中の委員

会では、調査事項５のＡＩの活用法、デジタル

化の推進に関して、生産性向上のための産業に

おけるデジタル技術の活用や、県庁のＡＩ利活

用のための検討状況について、執行部から説明
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を受けたいと考えております。

次回の内容について、御意見があればお願い

いたします。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○川添委員長 ないようですので、次回の委員

会の内容については、正副委員長に御一任いた

だきたいと存じますがよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○川添委員長 それでは、そのような形で準備

させていただきたいと思います。

最後に、協議事項３のその他で、委員の皆様

から何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○川添委員長 次回委員会は、11月６日月曜日、

午前10時からを予定しております。

以上で、本日の委員会を閉会いたします。

午前11時54分閉会
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